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法第３３条（開発許可の基準） 

二 主として、自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目的で行う開発行為以外の開発行為にあって

は、道路、公園、広場その他の公共の用に供する空地（消防に必要な水利が十分でない場合に設置する消防

の用に供する貯水施設を含む。）が、次に掲げる事項を勘案して、環境の保全上、災害の防止上、通行の安

全上又は事業活動の効率上支障がないような規模及び構造で適当に配置され、かつ、開発区域内の主要な道

路が、開発区域外の相当規模の道路に接続するように設計が定められていること。この場合において、当該

空地に関する都市計画が定められているときは、設計がこれに適合していること。 

イ 開発区域の規模、形状及び周辺の状況 

ロ 開発区域内の土地の地形及び地盤の性質

ハ 予定建築物等の用途 

ニ 予定建築物等の敷地の規模及び配置 

３－５ 公園、緑地、広場に関する基準（法第３３条第１項第２号）  

 
 

 

開発許可段階で想定される予定建築物の敷地の周辺には、予定建築物等の用途、敷地の規模、配置等に応じて所

要の公園、緑地又は広場を確保しなければならない。 

また、「設計がこれに適合していること」とは、当該開発行為の設計が、これらの都市計画の実現を妨げるもの

でないことはもちろんのこと、技術的に可能であり、かつ、施行者に著しい負担とならない範囲において、できる

限りその都市計画の内容を実現すべきことを要求している旨である。（参考：行政実例昭和４ ８年建設省青計宅

開発第１６号） 

ただし、土地区画整理事業、新住宅市街地開発事業又は開発許可により面的な整備事業が施行された区域内の土

地等、公園等が周辺において既に適正に確保された土地の二次的な開発については、令第２５条第６ 号ただし書

に該当するものとして、二次的な開発に際して公園等を更に設ける必要はない。 
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３－６ 消防水利に関する基準（法第３３条第１項第２号、令第２５条第８号）  

 

 
法第３３条（開発許可の基準） 

二 主として、自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目的で行う開発行為以外の開発行為にあって

は、道路、公園、広場その他の公共の用に供する空地（消防に必要な水利が十分でない場合に設置する消防

の用に供する貯水施設を含む。）が、次に掲げる事項を勘案して、環境の保全上、災害の防止上、通行の安

全上又は事業活動の効率上支障がないような規模及び構造で適当に配置され、かつ、開発区域内の主要な道

路が、開発区域外の相当規模の道路に接続するように設計が定められていること。この場合において、当該

空地に関する都市計画が定められているときは、設計がこれに適合していること。 

イ 開発区域の規模、形状及び周辺の状況 

ロ 開発区域内の土地の地形及び地盤の性質

ハ 予定建築物等の用途 

ニ 予定建築物等の敷地の規模及び配置 

令第２５条（開発許可の基準を適用するについて必要な技術的細目） 

八 消防に必要な水利として利用できる河川、池沼その他の水利が消防法第２０条第１項の規定による勧告に

係る基準に適合していない場合において設置する貯水施設は、当該基準に適合しているものであること。 

 
消防法 

第２０条（消防水利の基準及び水利施設の設置等の義務） 

消防に必要な水利の基準は、消防庁がこれを勧告する。 

２  消防に必要な水利施設は、当該市町村がこれを設置し、維持し及び管理するものとする。ただし、水

道については、当該水道の管理者が、これを設置し、維持し及び管理するものとする。 

第２１条（消防水利の指定及び水利変更等の届出） 

消防長又は消防署長は、池、泉水、井戸、水槽その他消防の用に供し得る水利についてその所有者、管理者

又は占有者の承諾を得て、これを消防水利に指定して、常時使用可能の状態に置くことができる。 

２  消防長又は消防署長は、前項の規定により指定をした消防水利には、総務省令で定めるところにより、標識

を掲げなければならない。 

３  第１項の水利を変更し、撤去し、又は使用不能の状態に置こうとする者は、予め所轄消防長又は消防署

長に届け出なければならない。 

 
消防組織法 

第３７条（消防庁長官の助言、勧告及び指導） 

消防庁長官は、必要に応じ、消防に関する事項について都道府県又は市町村に対して助言を与え、勧告し、

又は指導を行うことができる。 

 

令第２５条第８号は、消防に必要な水利が十分でない場合に設置する消防の用に供する貯水施設に関する技術的

基準を規定したものである。 

(1) 開発区域が、「市街地」、「準市街地」又は「準ずる地域」の区域内にある場合で、既存の消防水利が開発区域内

のいずれの地点からも消防水利の基準第４条第１項若しくは第２項の規定に基づく距離に存しない場合は、当

該開発区域内又はその近辺に消防水利の基準第２条から第７条までの規定に適合する消火栓、貯水施設等の消防

水利を設けなければならない。 

(2) 「市街地」及び「準市街地」とは、消防力の整備指針第２条の規定による区域をいう。また、「準ずる 
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消防水利は、次の各号に適合するものでなければならない。 

一 地盤面からの落差が４.５ｍ以下であること。

二 取水部分の水深が０.５ｍ以上であること。 

三 消防ポンプ自動車が容易に部署できること。 

四 吸管投入孔のある場合は、その一辺が０.６ｍ以上又は直径が０.６ｍ以上であること。 

第７条（消防水利の管理） 

消防水利は、常時使用しうるように管理されていなければならない。 

消防力の整備指針（平成１２年消防庁告示第１号） 

（消防組織法第３７条の規定による勧告） 

第２条（定義） 

この指針において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

一  市街地   建築物の密集した地域のうち、平均建ぺい率（街区（幅員４ｍ以上の道路、河川、公園等で囲

まれた宅地のうち最小の一団地をいう。以下同じ。）における建築物の建築面積の合計のその

街区の面積に対する割合をいう。以下同じ。）がおおむね１０％以上の街区の連続した区域又

は二以上の準市街地が相互に近接している区域であって、その区域内の人口が１万以上のもの

をいう。 

二 準市街地  建築物の密集した地域のうち、平均建ぺい率がおおむね１０％以上の街区の連続した区域であ

って、その区域内の人口が千以上１万未満のものをいう。 

三～十 （略） 
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法第３３条（開発許可の基準） 

三 排水路その他の排水施設が、次に掲げる事項を勘案して、開発区域内の下水道法第２条第１号に規 
いっすい 

定する下水を有効に排出するとともに、その排出によって開発区域及びその周辺の地域に溢水等によ 

る被害が生じないような構造及び能力で適当に配置されるように設計が定められていること。この場合にお

いて、当該排水施設に関する都市計画が定められているときは、設計がこれに適合していること。 

イ 当該地域における降水量 

ロ 前号イからニまでに掲げる事項及び放流先の状況 

 

二 （略） 

イ 開発区域の規模、形状及び周辺の状況 

ロ 開発区域内の土地の地形及び地盤の性質

ハ 予定建築物等の用途 

ニ 予定建築物等の敷地の規模及び配置 

下水道法 

第２条（用語の定義） 

一 下水  生活若しくは事業（耕作の事業を除く。）に起因し、若しくは付随する廃水（以下「汚水」

という。）又は雨水をいう。 

排水区域 

排 （山、丘等） 

水

方

向 

開 発 区 域 

排水区域 

排 今回開発区域 

水

方

向 

既 開 発 区 域 

３－７ 排水施設に関する基準（法第３３条第１項３号）  

 
 

 

１ 排水施設の設計 

排水施設の設計にあたっては、流域単位で考えるものであるから、開発区域内の雨水及び汚水についてはもちろ

んのこと、周辺地形の状況又は周辺地域の土地利用の状況により、その排水区域を設定すること。 

例えば、背後に丘陵地があるなど当然その区域の雨水を処理しなければならない場合は、その雨水についても併

せて設計しなければならない。また、周辺地域の土地利用等の状況から下水が既開発区域の排水施設に流入する場

合は、既開発区域の排水施設についてもそれらの下水を勘案して設計しなおさなければならない。 

 

排水本管 排水本管 
  

 

図３－３６ 
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２ 防災調整池の協議 

土地の形質の変更の面積が１ha以上の開発行為にあっては、本県の「防災調整池設置指導要綱」（平成４ 年宮

城県告示４３４号）の対象となるので、表３－１４に示す担当課との協議が必要である。 

なお、同表(1)において協議担当課が建築宅地課となっているが、防災調整池の調節容量については事前に河川

課と協議を行うこと。 

 
表３－１４ 防災調整池の協議先 

 

開発区域の面積 協 議 内 容 担 当 課 

(1) １ha以上１０ha未満 防災調整池の設置及び管理に関すること。 
（防災調整池の調節容量について担当課と協議をすること。） 

建築宅地課
(河 川 課) 

(2) １０ha以上 

 
 

 

防災調整池の構造に関すること。 建築宅地課 

防災調整池の調節容量に関すること。 河 川 課 
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２ 計画汚水量（Ｑ２） 

計画汚水量の算定は、次の式によること。なお、住宅地以外の汚水量は予定建築物の用途及び規模等に応じて想

定される計画使用水量を勘案して算出すること。 

 

Ｑ２＝１／(２４×６０×６０)×Ｐ×ｑ×Ｗ Ｑ２：計画汚水量（㎥／ sec） 

Ｐ ：計画排水人口（人） 

ｑ ：１人１日当たり時間最大汚水量（㎥／日） 

Ｗ ：地下水混入率＝ 1.1 ～ 1.2（10%～ 20%） 

 
１人１日当たり時間最大汚水量（ｑ）は、開発区域の市町村の公共下水道計画に定めるものとするが、その計画

のない地域にあっては０.７５㎥／日以上とすること。 

 
３ 断面設計 

排水施設の断面設計は、次の事項によること。 

(1)計画下水量は、雨水管渠にあっては計画雨水量（Ｑ１）、汚水管渠にあっては計画汚水量（Ｑ２）とする。 

(2)排水施設の流過能力は次式による。 

 
Ｑ＝Ａ・Ｖ Ｑ：流過能力（㎥／ sec） 

Ａ：流水の断面積（㎡） 

Ｖ：流速(m/sec) 

Ｖ＝１／ｎ×Ｒ２／３×Ｉ１／２ （マニングの式） 又

は 

Ｖ＝｛（23 ＋ 1 ／ｎ＋ 0.00155 ／Ｉ)／(1 ＋（23 ＋ 0.00155 ／Ｉ)×ｎ／ Ｒ）｝× Ｒ･Ｉ 

（クッターの式） 

Ｒ：径深（ｍ）＝流水断面Ａ（㎡）／流水潤辺長Ｐ（ｍ） 

Ｉ：動水（水路）勾配（分数又は少数） 

ｎ：粗度係数（表３－１８を参照） 

 

Ｑ１（計画雨水量：㎥／ sec）≦Ｑ（計画雨水量に対する流過能力：㎥／ sec） Ｑ２

（計画汚水量：㎥／ sec）≦Ｑ（計画汚水量に対する流過能力：㎥／ sec） 

 
(3)設計水深は、矩形管渠の場合は内法高さの９０％とし、開渠については８０％とすること。 

(4)設計流速は、雨水管渠、汚水管渠とも１ .０～１.８ｍ／ sec を標準とし、一般に下流になるにしたがって

増大させ、水路勾配は減少するように設計すること。 

なお、設計流速については、上記の標準によることが困難な場合でも、雨水管渠にあっては０.８～３.０ｍ／ 

sec、汚水管渠にあっては０.６～３.０ｍ／ sec の範囲内とすること。 

√ √ 
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令第２６条 

二 開発区域内の排水施設は、放流先の排水能力、利水の状況その他の状況を勘案して、開発区域内の下水を

有効かつ適切に排出することができるように、下水道、排水路その他の排水施設又は河川その他の公共の水

域若しくは海域に接続していること。この場合において、放流先の排水能力によりやむを得ないと認められ

るときは、開発区域内において一時雨水を貯留する遊水池その他の適当な施設を設けることを妨げない。 

 

令第２６条 

三  雨水（処理された汚水及びその他の汚水でこれと同程度以上に清浄であるものを含む。）以外の下

水は、原則として、暗渠によって排出することができるように定められていること。 

３－７－２ 開発区域外排水施設との接続（令第２６条第２号） 
 

 

開発区域内の排水施設がその下水を有効かつ適切に排出できるように、下水道、河川、湖等へ接続していること。

この場合の「有効かつ適切に」とは、地形などから考え無理なく排出できるものであると同時に、接続先の能力が

十分あるということ及び接続先の本来の機能に照らして汚水及び雨水を排出することが適切であるという意味であ

る。 

後段の遊水池等は、放流先の排水能力が集中豪雨等の一時的集中排水時のみ不十分となる場合で、他に接続しう

る十分な排水能力を有する放流先が存在しない場合には、雨水に限り遊水池、ため池等を設け、一時貯留すること

ができる旨のことである。ここで雨水だけに限定したのは、生活環境に及ぼす衛生上の災害防止を考慮したもので

あり、また、遊水池等は降雨時に一時的に貯水するものであり、常時貯水されている状態のものではない。なお、

遊水池等は災害上危険のない構造のものであることはもちろんのこと、管理もできるだけ公共の管理とすることが

望ましい。 

なお、浸透施設等を設ける場合は、「宅地開発に伴い設置される浸透施設等設置技術指針」を参照のこと。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－７－３ 雨水以外の下水の排出（令第２６条第３号） 
 

 

雨水以外の下水は原則として暗渠により排出すること。ただし、処理された汚水及び工場排水等で衛生上

問題のないものについては、暗渠による排水の義務はない。 

ここで家庭雑排水について、小規模な開発で周辺に公共下水道がなく、開発区域内だけを暗渠とする意味

が薄いような場合に限り、「原則」の例外として道路側溝等に排出してもよいと考えられるが、この場合であっ

ても浄化槽等により処理し排出させることが望ましい。 
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３－７－４ 排水施設の構造（規則第２６条第１号～第７号） 

 

規則第２６条（排水施設に関する技術的細目） 

令第２９条の規定により定める技術的細目のうち、排水施設に関するものは、次に掲げるものとする。一 

排水施設は、堅固で耐久力を有する構造であること。 

二 排水施設は、陶器、コンクリート、れんがその他の耐水性の材料で造り、かつ、漏水を最小限度のものと

する措置が講ぜられていること。ただし、崖崩れ又は土砂の流出の防止上支障がない場合においては、専ら

雨水その他の地表水を排除すべき排水施設は、多孔管その他雨水を地下に浸透させる機能を有するものとす

ることができる。 

三 公共の用に供する排水施設は、道路その他排水施設の維持管理上支障がない場所に設置されていること。 

四 管渠の勾配及び断面積が、その排除すべき下水又は地下水を支障なく流下させることができるもの 

（公共の用に供する排水施設のうち暗渠である構造の部分にあっては、その内径又は内法幅が、２ ０ｃ

ｍ以上のもの）であること。 

五 専ら下水を排除すべき排水施設のうち暗渠である構造の部分の次に掲げる箇所には、ます又はマンホール

が設けられていること。 

イ 管渠の始まる箇所 

ロ  下水の流路の方向、勾配又は横断面が著しく変化する箇所（管渠の清掃上支障がない箇所を除

く。）。 

ハ  管渠の内径又は内法幅の１２０倍を超えない範囲内の長さごとの管渠の部分のその清掃上適当な

場所 

六 ます又はマンホールには、ふた（汚水を排除すべきます又はマンホールにあっては、密閉することができ

るふたに限る。）が設けられていること。 

七 ます又はマンホールの底には、専ら雨水その他の地表水を排除すべきますにあっては深さが１５ｃ 

ｍ以上の泥溜めが、その他のます又はマンホールにあってはその接続する管渠の内径又は内法幅に応

じ相当の幅のインバートが設けられていること。 

 

排水施設の構造又は能力は、以下の事項によること。 

 

(1) 自重、積載荷重、水圧、土圧、地震力等の外圧や地盤の不等沈下あるいは移動などにより支障をきたすも

のではないこと。 

(2) 材料は、陶器、コンクリート、れんがなどの耐水性のあるものとし、漏水を最小限度とするために、継ぎ

目はカラー、ソケット等の構造とすること。 

表３－２０ 排水管の材料規格 

名 称 規 格 名 称 規 格 

遠心力鉄筋コンクリート管 JIS A5303 下水道用硬質塩化ビニル管 JSWAS K-1 

鉄筋コンクリート管 JIS A5302 下水道用強化プラスチック複合管 JSWAS K-2 

陶管 JIS R1201 下水道推進工法用鉄筋コンクリート管 JSWAS A-2 

現場打鉄筋コンクリート管 
 

   

 

(3) 共同で使用されることとなるものは、公共の用に供する道路その他の空地に設置すること。ただし、やむ

なく個人に帰属する敷地内に設置される場合にあっては、その上部に建築物又は工作物等が設けられる等

維持管理上に支障をきたすことの予想されるような箇所には設けないこと。 

(4) 暗渠となる部分の内径又は内法幅は、主に清掃上の観点と必要排水能力から、汚水管渠にあっては２

００ mm 以上、雨水管渠にあっては２５０ mm 以上とすること。 
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(5) 暗渠となる部分のうち、次の箇所にはマンホール等を設けること。 

① 各敷地内の排水設備を通じ、公道下の排水施設と接続する部分。なお、個人に帰属する敷地内に存するもの

でも、やむを得ぬ理由により複数の敷地で共同で使用するものも含む。 

② 流路の方向、勾配又は管径の変化する箇所、合流する箇所、段差接合する箇所。ただし、流路の方向又は勾

配が変化する箇所で清掃上支障のない箇所、又は変化の度合いが著しく小さい箇所はこの限りではない。 

③ 上記①及び②により設置されるものも含めて、管渠の長さが、その内径又は内のり幅の１２０倍を超えない

箇所。 

(6) ます又はマンホールの底には、雨水を排除すべきものにあっては、雨水に混入する泥やゴミ等を集めるた

めの深さ１５ｃｍ以上の泥溜め、その他のものについては、排水の流れをスムーズにするためのインバー

トを設けること。 
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法第３３条（開発許可の基準） 

四 主として、自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目的で行う開発行為以外の開発行為にあ

っては、水道その他の給水施設が、第２号イからニまでに掲げる事項を勘案して、当該開発区域につ

いて想定される需要に支障を来さないような構造及び能力で適当に配置されるように設計が定められ

ていること。この場合において、当該給水施設に関する都市計画が定められているときは、設計がこ

れに適合していること。 

二 （略） 

イ 開発区域の規模、形状及び周辺の状況 

ロ 開発区域内の土地の地形及び地盤の性質

ハ 予定建築物等の用途 

ニ 予定建築物等の敷地の規模及び配置 

 

＜水道法＞ 

第５条（施設基準） 

水道は、原水の質及び量、地理的条件、当該水道の形態等に応じ、取水施設、貯水施設、導水施設、浄水施

設、送水施設及び配水施設の全部又は一部を有すべきものとし、その各施設は、次の各号に掲げる要件を備え

るものでなければならない。 

一 取水施設は、できるだけ良質の原水を必要量取り入れることができるものであること。 

二  貯水施設は、渇水時においても必要量の原水を供給するのに必要な貯水能力を有するものであるこ

と。 

三 導水施設は、必要量の原水を送るのに必要なポンプ、導水管その他の設備を有すること。 

四 浄水施設は、原水の質及び量に応じて、前条（水質基準）の規定による水質基準に適合する必要量 

３－８ 給水施設に関する基準（法第３３条第１項４号）  

 
 

 

本号は、水道その他の給水施設についての基準を定めたものである。法には特に技術的細目の定めはないが、こ

れは、水道法等の基準によって本基準の適用をなし得るとの判断によるものであることから、給水施設の設計基準

については以下によることとする。 

 
１ 水道法等の適用がある場合 

開発区域を含む給水区域の水道事業者の水道によって給水を行うようになっている場合には、当該水道事 

業において本号の基準と同様の施設設計が行われるので、その設計をもって基準に適合しているものとする。ま

た、開発区域内に新たに水道を布設する場合であって、これが水道法又はこれに準じて定められている 

条例（簡易給水施設等の規制に関する条例）等の適用を受けるときは、これと同様の趣旨から、これらの法令によ

る認可等を行う受け得る見通しがあることをもって基準に適合しているものとする。 

上記のことから、開発区域の面積が２０ ha 未満の開発行為についても、当該開発区域を給水区域に含む水道事

業者と協議を行うことが必要であるが、協議書の添付は不要とする。（参考：指針Ⅲ－５－３） 

 
２ 水道法等の適用がない場合 

水道法等の認可又は条例等の届出等を必要としないものについても本号の基準に適合することが必要であること

から、水道法又はこれに準じて定められている条例等の施設基準、水質検査及び衛生措置等の基準に準じて設計す

ることが必要である。 
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の浄水を得るのに必要な沈殿池、濾過池その他の設備を有し、かつ、消毒設備を備えていること。

五 送水施設は、必要量の浄水を送るのに必要なポンプ、送水管その他の設備を有すること。 

六  配水施設は、必要量の浄水を一定以上の圧力で連続して供給するのに必要な配水池、ポンプ、配水

管その他の設備を有すること。 

２  水道施設の位置及び配列を定めるにあたっては、その布設及び維持管理ができるだけ経済的で、かつ、容

易になるようにするとともに、給水の確実性をも考慮しなければならない。 

３  水道施設の構造及び材質は、水圧、土圧、地震力その他の荷重に対して充分な耐力を有し、かつ、水

が汚染され、又は漏れるおそれがないものでなければならない。 

４ 前３項に規定するもののほか、水道施設に関して必要な技術的基準は、厚生労働省令で定める。 

 

＜簡易給水施設等の規制に関する条例＞ 

（昭和５０年宮城県条例第１４号） 

第２条（定義） 

この条例において「簡易給水施設」とは、水道法第３条第２項に規定する水道事業の用に供する水道 

（導管及びその他の工作物により水を人の飲用に適する水として供給する施設の総体をいい、臨時に布設され

たものを除く。以下同じ。）同条第６項に規定する専用水道及び簡易専用水道以外の水道であって、次の各号

に掲げるものをいう。ただし、建築物における衛生的環境の確保に関する法律第２条第１ 項に規定する特定

建築物に布設されるものを除く。 

一  寮、共同住宅、一団の住宅、集落等に布設され、かつ、３０人以上１００人を超えない者にその居

住に必要な水を供給するもの（第３号に掲げるものを除く。） 

二  官公庁、学校、病院、旅館、店舗、工場その他の事務所等に布設され、かつ、３０人以上の者に供

給するもの（次号に掲げるものを除く。） 

三  水道法第３条第２項に規定する水道事業の用に供する水道から供給を受ける水のみを水源とし、か

つ、水の供給を受けるために設けられる水槽の有効容量の合計が５ｍ 
3 
を超え、１０ｍ 

3 
以下である 

も の 

２～６ （略） 

第３条（小規模水道施設の施設基準） 

小規模水道施設の構造及び材質は、水圧、土圧、地震力その他の荷重に対して十分な耐力を有し、かつ、水

が汚染され、又は漏れるおそれがないものでなければならない。 

第５条（布設の届出） 

簡易給水施設又は簡易専用水道を布設しようとする者は、その工事に着手しようとする日の３０日前までに、

知事に届け出なければならない。 

２～３ （略） 

第９条（小規模水道に係る水質検査） 

小規模水道の布設者は、定期的に年１回水質検査を受けなければならない。ただし、次に掲げる場合は、そ

の都度受けなければならない。 

一 配水池、水槽等の漏水を防止する工事又は内面を塗装する工事が完成したとき。

二 送水管又は配水管の取替等１日を超えて断水して行う工事が完成したとき。 

三 配水池、水槽等の清掃が終わったとき。

四 水質に異常を認めたとき。 

五 水の供給を受ける者から請求があったとき。 

六  その他小規模水道が汚染された疑いがあるとき。

２ （略） 

第１０条（小規模水道に係る衛生措置） 

小規模水道の布設者は、次に掲げる衛生措置を講じなければならない。 
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法第３３条（開発許可の基準） 

五  当該申請に係る開発区域内の土地について地区計画等（次のイからホまでに掲げる地区計画等の

区分に応じて、当該イからホまでに定める事項が定められているものに限る。）が定められていると

きは、予定建築物等の用途又は開発行為の設計が当該地区計画等に定められた内容に即して定めら

れていること。 

イ  地区計画 再開発等促進区若しくは開発整備促進区（いずれも第１２条の５第５項第２号に規定

する施設の配置及び規模が定められているものに限る。）又は地区整備計画 

ロ  防災街区整備地区計画 地区防災施設の区域、特定建築物地区整備計画又は防災街区整備地区整

備計画 

ハ 歴史的風致維持向上地区計画 歴史的風致維持向上地区整備計画 

ニ  沿道地区計画 沿道再開発等促進区（幹線道路の沿道の整備に関する法律第９条第４項第２号

に規定する施設の配置及び規模が定められているものに限る。）又は沿道地区整備計画 

ホ 集落地区計画 集落地区整備計画 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－９ 地区計画等との整合（法第３３条第１項５号）  

 
 

 

地区計画等が定められている区域内における土地の区画形質の変更、建築物の建築等の行為については、原則と

して、届出・勧告制をとることにより、その計画の実現を担保している。しかし、当該土地の区画形質の変更につ

いて開発許可が必要な場合は、これらの届出・勧告制度の適用除外とする代わりに開発許可基準に地区計画等に関

する基準を設けて、開発許可の段階で地区計画等の計画内容をある程度実現しようとするものである。この場合に

「即して定められている」とは、開発行為の設計等が当該地区計画等の内容に正確に一致している場合のほか、正

確には一致していないが地区計画等の目的が達成されるよう定められていると認められるものを含む趣旨である。 

なお、開発許可を受けた土地の区域内であっても、建築物の建築等を行う際には、改めて届出・勧告制度の対象

となるので注意すること。 

一 水源取水口、ちんでん池、ろ過池、水槽等を常に清潔にし、水の汚染を防止すること。 

二 前号に規定する施設に人畜がみだりに立ち入ることを防止するために必要な措置を講ずること。三 配

水池、水槽等の清掃を定期的に年１回行うこと。 

四 給水せんにおける水が、遊離残留塩素を０.１㎎／ç（結合残留塩素の場合は、０.４㎎／ç）以上保持す

るように塩素消毒をすること。ただし、供給する水が病原生物等により著しく汚染されるおそれがある場合

は０.２㎎／ç（結合残留塩素の場合は、１.５㎎／ç）以上とする。 

五 管理責任者等常時小規模水道施設に立ち入る者について、規則で定めるところにより、定期的に健康診断

を行うこと。 

２～３ （略） 
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法第３３条（開発許可の基準） 

六 当該開発行為の目的に照らして、開発区域における利便の増進と開発区域及びその周辺の地域における環

境の保全とが図られるように公共施設、学校その他の公益的施設及び開発区域内において予定される建築物

の用途の配分が定められていること。 

令第２７条 

主として住宅の建築の用に供する目的で行う２０ ha 以上の開発行為にあっては、当該開発行為の規模に応

じ必要な教育施設、医療施設、交通施設、購買施設その他の公益的施設が、それぞれの機能に応じ居住者の有

効な利用が確保されるような位置及び規模で配置されていなければならない。ただし、周辺の状況により必要

がないと認められるときは、この限りでない。 

３－１０ 公共施設・公益的施設に関する基準（法第３３条第１項６号、令第２７条）  
 

 

法第３３条第６号の「用途の配分が定められていること」とは、公共施設・公益的施設及び建築物等の用に供さ

れる敷地が、本号の趣旨に沿って適切に配分されるような設計となっていることであり、開発者が自ら整備すべき

旨を定めたものではない。つまり、開発者が自ら整備すべき公共施設は法第３３条第２号から第４号までに規定さ

れているので、それ以外の公共施設・公益的施設は、それぞれの施設の管理予定者と協議したうえでその用地とし

て確保しておけばよい。 

令第２７条の「配置されていなければならない」とは、上記と同様に用地として確保しておけばよいとのことで

あり、また、後段のただし書は、誘致距離及び規模から既存のものが利用できる場合は、この限りではないとする

旨の緩和規定である。 

なお、住区構成と施設配置については、開発行為の規模・目的により、表３－２１を参考に設計すること。 

表３－２１ 
 

区 分 隣 保 区 分 
 

区 近 隣 住 区 地 区 

戸 数 5 0 ～ 

150 
500 ～ 1,000 2,000 ～ 2,500 4,000 ～ 5,000 8,000 ～ 10,000 

人 口 200 ～ 

600 
2,000 ～ 4,000 7,000 ～ 10,000 14,000 ～ 20,000 28,000 ～ 40,000 

教育施設 
 

幼 稚 園 
  

小 学 校 
  

中 学 
 

校 
   

高 等 
 

学 校 

福祉施設 
 

保育所、託児所 （社会福祉施設） 

保健施設 
 

診療所(巡回) 診療所（各科） 病院(入院施設)、保健所 

保安施設 防火水槽

(消火栓) 

警察派出所

(巡 回) 

巡 査 駐 在 所

消防（救急）派出所 

  
警

消 

 
察

防 

 
署

署 

集会施設 集 会 室 
   

集 
 

会 
 

場 
       

公 
 

民 
 

館 

文化施設 
       

図 
  

書 
  

館 
  

管理施設 
  

管 理 事 務 所 
     

市 
 

町 村 
 

出 張 
 

所 
 

通信施設 
 

ポスト､公衆電話 郵 便 局、電 話 交 換 所 

商業施設 
  

日 用 品 店 舗 
  

専門店、ス－パ－マ－ケット 

サービス施設 
 

 
共同浴場 新聞集配所 

 
銀 

  
行 

 
映画館、娯楽施設 
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法第３３条（開発許可の基準） 

七  地盤の沈下、崖崩れ、出水その他による災害を防止するため、開発区域内の土地について、地盤の

改良、擁壁又は排水施設の設置その他安全上必要な措置が講ぜられるように設計が定められている 

こと。この場合において、開発区域内の土地の全部又は一部が次の表の左欄に掲げる区域内の土地で

あるときは、当該土地における同表の中欄に掲げる工事の計画が、同表の右欄に掲げる基準に適合し

ていること。 

令第２８条 

法第３３条第２項に規定する技術的細目のうち、同条第１項第７号（法第３５条の２第４項において準用す

る場合を含む。）に関するものは、次に掲げるものとする。 

一～七 （略）３－１１－１以降を参照 

３－１１ 宅地の防災に関する基準（法第３３条第１項第７号）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

宅地造成及び特定盛土等規制法

第１０条第１項の宅地造成等工

事規制区域 

 

開発行為に関する工事 
宅地造成及び特定盛土等規制区域

第１３条の規定に適合するもので

あること 

宅地造成及び特定盛土等規制法

第２６条第１項の特定盛土等規

制区域 

開発行為（宅地造成及び特定盛土

等規制法第３０条第１項の政令で

定める規模のものに限る。）に関

する工事 

宅地造成及び特定盛土等規制法第

３１条の規定に適合するものであ

ること。 

 

津波防災地域づくりに関する法

律第７２条第１項の津波災害特

別警戒区域 

 

津波防災地域づくりに関する法律

第７３条第１項に規定する特定開

発行為（同条第４項各号に掲げる

行為を除く。） に関する工事 

 

津波防災地域づくりに関する法律

第７５条に規定する措置を同条の

国土交通省令で定める技術的基準

に従い講じるものであること。 

 

 

 

 

 

 
(1) 宅地の造成に関しては、開発区域及びその周辺区域の気象、地形、地質、地質構造、土質、環境、土地利

用状況について必要な調査を行い、以下の点に留意して計画・設計を行うものとする。 

① 土地利用計画上、防災と環境が十分に配慮されているか。 

②  切盛土量のバランスがとれているか。あるいは土の搬入が必要となる場合、土の有効利用、周辺への

影響等を考慮し、適切な計画となっているか。 

③ 土質等に応じた適切な切土のり面となっているか。 

④ 安全な盛土となっているか。 

⑤ のり面保護工は適切な工法が選定されているか。また、施工計画は適切にたてられているか。 

⑥ 擁壁の安全性は十分か。 

⑦ 地盤が軟弱地盤である場合その特性が十分把握され、必要な措置が講ぜられているか。 

⑧ 開発区域内の排水施設の設計は適切か。 

⑨ 治水対策は十分か。 

 

(2) 「地盤の改良、擁壁又は排水施設の設置その他安全上必要な措置」を講ずるための設計は、令第２８条 及び

本項により行うものとし、具体的な基準の運用等については、盛土等防災マニュアル（令和５年５月２６日付け

国官参宅第12号、5農振第650号、５林整治第244号）及び盛土等防災マニュアルの解説（編集：盛土等防災研究

会）（以下これらを総称して「設計基準等」という。）を参考とし行うこととする。 

  盛土等防災マニュアルは、宅地造成及び特定盛土等規制法（以下、盛土規制法）の許可等を必要とする盛土等及

び都市計画法の許可を必要とする開発行為を対象としており、開発事業に伴うがけ崩れ、土砂の流出等による災害

及び地盤の沈下、溢水等の 障害を防止するために、切土、盛土、法面の保護、擁壁、軟弱地盤の対策、排水の処

理、滑動崩落防止対策等についての基本的な考え方及び設計、施工上留意すべき点を整理したものであり、開発行

為に関して、開発事業者が事業を実施する際及び行政担当者が許可申請の審査をする際の参考に供するものとして
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まとめられたものであり、その運用については、前掲の同マニュアルの解説によること。 

 

(3) 本条により擁壁の設置、盛土、切土、土の置換え等の必要な措置を講ずる場合は、擁壁の構造計算書等当

該措置の安全上の根拠について記した図書（以下「構造関係図書」という。）を作成し、開発許可申請書

に添付すること。構造関係図書には、当該措置を講ずることとした理由、採用した設計基準等の名称及び

これを採用した理由、採用した設計基準等中の係数等の数値の適用根拠等を記すこと。 

 

(4) 令和７年５月２３日現在、宮城県（仙台市を除く）では、盛土規制法第１０条１項で示す「宅地造成等工事規制

区域」及び同法第２６条第１項で示す「特定盛土等規制区域」のいずれかに全域指定されている。なお、令和７年

４月１日現在、津波防災地域づくりに関する法律第７２条第１項で示す「津波災害特別警戒区域」の指定は行って

いない。
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令第２８条 

一  地盤の沈下又は開発区域外の地盤の隆起が生じないように、土の置換え、水抜きその他の措置が講

ぜられていること。 

 

令第２８条 

二  開発行為によって崖が生じる場合においては、崖の上端に続く地盤面には、特別の事情がない限り、

その崖の反対方向に雨水その他の地表水が流れるように勾配が付されていること。 

３－１１－１ 地盤沈下等に関する基準（令第２８条第１号） 
 

 

開発区域内の地盤沈下はもとより、区域外にも及ぶことがある圧密による被害を防止するため、土の置換え、各

種のドレーン工法による水抜き等の措置を講ずる必要がある。 

 
１ 対策工の選定上の留意事項 

対策工の選定にあたっては、十分な地盤調査を行い、次の諸条件を考慮することが大切である。 

①地盤条件（土質、軟弱層厚、成層状態、基盤の傾斜等） 

②宅地条件（土地利用、施設配置、盛土厚等） 

③施工条件（用地、工費、工期、材料、施工深度等） 

④環境条件（周辺環境、隣接地への影響等） 

 

２ 代表的な工法 

地盤沈下等を防ぐ代表的な工法は、締固め工法、固結工法、薬液注入工法、置換工法である。ただし、これ以外

の工法もあるので、工法の選択・施工にあたっては、工法の原理と適用について十分に留意する必要がある。 

 
３－１１－２ 崖の上端に続く地盤面（令第２８条第２号） 

 

 

物理的に崖の反対方向に勾配をとることが不可能な場合は、崖方向に勾配をとり、崖の上端で地表水を１ 箇所

に集め、竪溝を設ける等の措置をとることによって地表水を崖下へ流下させるなど、地表水による崖面の浸食、崖

地盤への浸透を防止する措置を講ずる必要がある。 
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令第２８条 

三 切土をする場合において、切土をした後の地盤に滑りやすい土質の層があるときは、その地盤に滑りが生

じないように、地滑り抑止ぐい又は、グラウンドアンカーその他の土留（次号において「地滑り抑止ぐい

等」という。）の設置、土の置換えその他の措置が講ぜられていること。 

３－１１－３ 切土（令第２８条第３号） 
 

(1) 「滑りやすい土質の層がある」とは、切土することにより安息角が特に小さい場合等物理的に不安定な土

質が露出する場合、たとえば破層の直下にがけ面と類似した方向に傾斜した粘土層があるなど地層の構成

がすべりを誘発しやすい状態で残される場合が考えられる。 

 
① 地滑り抑止ぐい 

地滑り抑止ぐいは大規模造成地にくいを挿入して滑動崩落に対してくいの抵抗力で抵抗しようとするもので、

滑動崩落に対し、十分抵抗できるような地点に計画するものとする。 

② グラウンドアンカー 

グラウンドアンカーとは、作用する引張り力を適当な地盤に伝達するものであり、滑動崩落に対し、十分抵抗

できるような地点に計画するものとする。 

③ その他の土留（例：押え盛土） 

押え盛土は、盛土の末端部に追加的に盛土を行うことにより、盛土の滑動力に抵抗する力を増加させるもので

ある。なお、大規模盛土造成地の下方に斜面が続く場合には、当該斜面に悪影響を及ぼさないよう、押さえ盛土

の設計に当たって盛土部基盤の安定性についての検討を行う必要がある。 

 
 

図３－３９ 図３－４０ 

 

 

 

(2) 「その他の措置」としては、すべりの原因となる地表水の浸透を防ぐ意味で地盤を不透水性の材料でおお

うとか、擁壁を築くなどが考えられるが、地盤の条件及び施工の条件を考えあわせてこれらのうち最善の

方法を選ばなければならない。 

(3) 切土高が５ｍを超えるときは、高さ５ｍ以内ごとに幅１～２ｍ程度の小段を設けることとし、この小段に

は排水溝を設ける等して表面水を有効に排水する構造とすること。ただし、安定した良好な土質で、かつ、

安全性が確保される場合などでは、のり面の規模に応じてのり高５～１０ｍ位の範囲で小段を設けること

ができる。また、のり高が特に大きい場合等には通常の小段の他に、管理段階における点検・補修に用い

るための通常より幅の広い小段の設置について検討する必要がある。 
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Ｈ＝20ｍ Ｗ2 

Ｈ＝15ｍ Ｗ1 

Ｈ＝10ｍ Ｗ1 点検・補修用の小段 

Ｈ＝ 5ｍ 

Ｗ1：１～２ｍ 

Ｗ2：３ｍ程度 

 

Ｗ1 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 

図３－４１ 点検・補修用の小段の設置例 
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令第２８条 

四 盛土をする場合には、盛土に雨水その他の地表水又は地下水の浸透による緩み、沈下、崩壊又は滑りが生

じないように、おおむね３０ｃｍ以下の厚さの層に分けて土を盛り、かつ、その層の土を盛るごとに、これ

をローラーその他これに類する建設機械を用いて締め固めるとともに、必要に応じて地滑り抑止ぐい等の設

置その他の措置が講ぜられていること。 

五 著しく傾斜している土地において盛土をする場合には、盛土をする前の地盤と盛土とが接する面が滑り面

とならないように、段切りその他の措置が講ぜられていること。 

３－１１－４ 盛土（令第２８条第４号・第５号） 
 

 

１ 安定の検討を必要とする盛土 

表３－２２に示す標準のり面勾配は、次の条件に該当する場合には適用できないので、安定計算を含む常

時さらには必要に応じて地震時の安定の検討を行って、盛土構造（使用区分など）、地下排水溝、のり面勾

配及び保護工法、地震対策を設計する必要がある。 

(1) 盛土自体の条件 

① 盛土高が、表３－２２に示す標準値を超える場合 

② 盛土材料の含水比が高く、特にせん断強さが小さい土（例えば、高含水比の火山灰土） 

③ 盛土材料の含水比が高く間げき水圧が増加しやすい土からなる場合（例えば、粘土分・シルト分の多い土、

火山灰土） 

(2) 盛土周辺の地盤条件 

①  盛土の基礎地盤が軟弱地盤や地すべり地のように不安定な場合（地震時に砂質軟弱地盤が液状化する

場合を含む。） 

②  地山からの湧水の影響を受けやすい場合（片切り片盛り、腹付け盛土、斜面上の盛土、谷間を渡る盛

土） 

③  盛土のり面が洪水時などに冠水したのり尻付近が浸食されるような場合（例えば、池の中の盛土、川

沿いの盛土） 

(3) 盛土の崩壊による影響 

① 万一崩壊すると隣接物に重大な損害を与える場合 

②  万一崩壊すると復旧に長期間を要し、道路機能を著しく阻害する場合（例えば、代替道路のない道路

における傾斜地盤上の盛土） 

 

表３－２２ 盛土材料及び盛土高に対する標準のり面勾配 
 

盛 土 材 料 盛 土 高 （ｍ） 勾 
 

配 摘 要 

粒度のよい砂（ＳＷ）礫及び細 ５ｍ以下 １：１.５ ～ １：１.８ 基礎地盤の支持力が
十分にあり、浸水の影
響のない盛土に適用す
る。 

 

（ ）の統一分類は代
表的なものを参考に示
す。 

 

標準のり面勾配の範
囲外の場合は安定計算
を行う。 

粒分混じり礫（ＧＭ）（ＧＣ） 

５～１５ｍ １：１.８ ～ １：２.０ 
（ＧＷ）（ＧＰ） 

粒度の悪い砂（ＳＰ） １０ｍ以下 １：１.８ ～ １：２.０ 

 
岩塊（ずりを含む） 

１０ｍ以下 １：１.５ ～ １：１.８ 

１０～２０ｍ １：１.８ ～ １：２.０ 

砂質土（ＳＭ）（ＳＣ)､硬い粘 ５ｍ以下 １：１.５ ～ １：１.８ 
質土、硬い粘土（洪積層の硬い 

５～１０ｍ １：１.８ ～ １：２.０ 粘質土、粘土、関東ロームなど） 

火山灰質粘性土（ＶＨ 2） ５ｍ以下 １：１.８ ～ １：２.０ 

注）盛土高は、のり肩とのり尻の高低差をいう。
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２ 盛土全体の安定性の検討が必要な盛土 

造成する盛土の規模が次に該当する場合は、盛土全体の安定性を検討する必要がある。検討

は、盛土等防災マニュアルⅤ.4.「盛土全体の安定性の検討」を参考に行うこと。 

(1) 谷埋め型大規模盛土造成地 

盛土をする土地の面積が3,000㎡以上であり、かつ、盛土をすることにより、当該盛土をする土地の地下水位が

盛土をする前の地盤面の高さを超え、盛土の内部に侵入することが想定されるもの。 

(2) 腹付け型大規模盛土造成地 

盛土をする前の地盤面が水平面に対し20度以上の角度をなし、かつ、盛土の高さが5ｍ以上となるもの。 

 

３ 盛土の施工 

(1) 盛土材料はその特性を十分に把握したうえで使用箇所に留意して利用するものとし、不適当な材料は、改

良その他の適切な処理を施さなければならない。 

宅地造成においては、通常、地区内の切り盛りバランスを図ることを原則とするため、良質土のみによる盛土

は不可能であり、一般には種々の土質の盛土材料が混合して用いられることとなるが、重要なのり面等には良質

な盛土材を使用しなければならない。現場において、切土からの流用土や付近の土取場からの採取土を使用する

場合には、これら現地発生材や採取土の性質を十分把握し、施工性、経済性等を勘案して、適切な施工を行い品

質のよい盛土を築造すること。 

(2) 盛土の施工に当たっては、一回の敷均し厚さ（まき出し厚さ）をおおむね３０ｃｍ以下に設定し、均等か

つ所定の厚さ以内に敷均すこと。 

(3) 盛土の締固めは、強度及び耐久性を確保し、圧縮沈下量を少なくし、盛土形状を保つために行うものであ

る。そのためには降雨や地震時に発生する間げき水圧等に起因する崩壊や沈下を防止して、できるだけむ

らのない均質、かつ、安定した土質状態を作るよう次の項目に留意しなければならない。 

①  土の空気間げきを減じ、透水性を低下させ水の侵入による軟化、膨張を小さくして、土を最も安定し

た状態にする。 

② 盛土のり面の安定、建物・交通荷重の支持など土構造物に必要な強度を持たせる。 

③ 完成後の宅地表面に悪影響を及ぼす盛土自体の圧縮沈下を少なくする。 

(4) 盛土高が５ .０ｍを超えるときは、高さ５.０ｍ以内ごとに幅１.０～２ .０ｍ程度の小段を設けること。この

場合、小段には適当な勾配をつけるとともに、必要に応じて植生により小段面を保護し、あるいは排水溝

を設けるなどの処置をとるものとする。 

(5) 段切りする場合、原地盤の傾斜が１５度以上でこの措置をとることとし、段切りにあたっては高さ０.５ ｍ

以上、幅１.０ｍ以上の段を切ること。また、段切りを行った水平面は排水のため２～５％の勾配をつける

ものとする。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－４２ 一般的な段切り 

 
(6) 第５号中の「その他の措置」としては、雑草などが茂っている地盤に直接盛土をすると、植物の腐食によ

り新旧地盤の接する面に弱い地層ができることから考え、雑草などの除去および埋戻しの壁体を築く等 

表土はぎ取り 現況地盤 

1:4以上 

Ｈ 段切り 

排水勾配 

(2～5％) 

Ｌ Ｌ≧1.0ｍ 

Ｈ≧0.5ｍ 

透水性の材料(ふとんかご) 
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の方法が考えられる。 

(7) 盛土と原地盤との間に湧水や地下水が生じる場合は、暗渠等を用いて完全に排水することとする。また、高さ

が１５ｍ以上の盛土あるいは１５ｍ未満でも地下水のため崩壊の危険性がある場合には、盛土内の地下水

を排除するためサンドマット等の水平排水層を設けること。 

(8) 特に切土と盛土の接合部は、地盤支持力が不連続になったり、盛土部に湧水、浸透水等が集まり盛土が軟

化して完成後仕上げ面に段違いを生じたり、地震時には滑り面になるおそれもあることから、十分な締固

めを行うこと。 

 

流出防止施設（ふとんかご等）  
 

Ｌ 1 ≧２Ｈ 1 Ｈ1 
 

Ｈ2 

Ｌ 2 ≧２Ｈ 2 
Ｈ3

 

 
Ｌ 3≧２Ｈ 3 

 
 

 

 
tanα≧0.04 

                図３－４３ 排水層設置事例 
 

 

水平排水層の厚さ 砂のとき１５cm以上 

礫のとき３０cm以上 
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３－１１－５ のり面保護（令第２８条第６号、規則第２３条） 

 

令第２８条 

六 開発行為によって生じた崖面は、崩壊しないように、規則で定める基準により、擁壁の設置、石張り、芝

張り、モルタルの吹付けその他の措置が講ぜられていること。 

規則第２３条（がけ面の保護） 

切土をした土地の部分に生ずる高さが２ｍを超えるがけ、盛土をした土地の部分に生ずる高さが１ｍ を超

えるがけ又は切土と盛土とを同時にした土地の部分に生ずる高さが２ｍを超えるがけのがけ面は、擁壁でおお

わなければならない。ただし、切土をした土地の部分に生ずることとなるがけ又はがけの部分で、次の各号の

一に該当するもののがけ面については、この限りでない。 

一 土質が次の表の左欄に掲げるものに該当し、かつ、土質に応じ勾配が同表の中欄の角度以下のもの 
 

土 質 擁壁を要しない勾配の上限 擁壁を要する勾配の下限 

軟岩（風化の著しいものを除く。） ６０度 ８０度 

風化の著しい岩 ４０度 ５０度 

砂利、真砂土、関東ローム、硬質
粘土その他これらに類するもの 

 
３５度 

 
４５度 

 

二 土質が前号の表の左欄に掲げるものに該当し、かつ、土質に応じ勾配が同表の中欄の角度を超え同表の右

欄の角度以下のもので、その上端から下方に垂直距離５ｍ以内の部分。この場合において、前号に該当する

がけの部分により上下に分離されたがけの部分があるときは、同号に該当するがけの部分は存在せず、その

上下のがけの部分は連続しているものとみなす。 

２ 前項の規定の適用については、小段等によって上下に分離されたがけがある場合において、下層のがけ面の

下端を含み、かつ、水平面に対し３０度の角度をなす面の上方に上層のがけ面の下端があるときは、その上下

のがけを一体のものとみなす。 

３ 第１項の規定は、土質試験等に基づき地盤の安定計算をした結果がけの安全を保ために擁壁の設置が必要で

ないことが確かめられた場合又は災害の防止上支障がないと認められる土地において擁壁の設置に代えて他の

措置が講ぜられた場合には、適用しない。 

４ 開発行為によって生ずるがけのがけ面は、擁壁でおおう場合を除き、石張り、芝張り、モルタルの吹付け等

によって風化その他の浸食に対して保護しなければならない。 

 

１ 擁壁の設置条件 

規則第２３条第１項においては、がけ面の保護規定として、「がけ」が生ずる場合には、がけ面の崩壊を防ぐた

めに擁壁の設置が義務づけられている。この場合の擁壁を「義務設置の擁壁」という。 

ここにいう「がけ」とは、地表面が水平に対して３０度を超える角度をなす土地で、硬岩盤（風化の著しいもの

を除く。）以外の地盤条件のものをいう（規則第１６条第４項表より）が、切土を行う場合の「義務設置の擁壁」

については、３０度より急な勾配であっても、土質に応じて擁壁を設置しなくてもよい緩和規定が定められている。 

また、災害の防止上支障がないと認められる土地において、擁壁に代わるのり面保護工を設置する場合や、土質

試験に基づき安定計算をした結果、擁壁の設置が必要でないと認められる場合には、がけ面を擁壁で覆わなくても

よい場合の規定が定められている。 

なお、規則第２３条の技術基準に適合している場合であっても、工事完了後に土砂災害防止法第４条の規定に基

づき基礎調査が実施され、その調査結果により、傾斜度が３０度以上かつ高さ５ｍ以上等の区域指定基準に該当す

るとして、土砂災害特別警戒区域等に指定されることがあることから、将来的な土地利用に影響を及ぼさないよう

に造成計画を立てることが必要である。 



- 360 -  

(1) 規則第２３条第１項の説明図 

区 分 

 

土 質 

(Ａ) 

擁 壁 不 要 

( Ｂ) がけの上端から垂直

距離５ｍ まで擁壁不

要  

( Ｃ) 

擁壁を要する  

 

 

 

 
軟岩（風化の著 

しいものを除く）

がけ面の角度が60 度以

下のもの  

 

 

 

 

 
 

θ 

 
θ≦ 60 °

がけ面の角度が60 度

を超え80 度以下のもの  

 

 

 

5ｍ  

 
θ 

 
60 °＜θ≦ 80 °

がけ面の角度が80 度を

超えるもの 

 

 

 

 

 
 

θ 

 
θ＞ 80 °

 

 

 

 
 

風化の著しい岩  

がけ面の角度が40 度以

下のもの  

 

 

 

 

 

 

θ 

 
θ≦ 40 °

がけ面の角度が40 度

を超え50 度以下のもの  

 

 

 

5ｍ  

 
θ 

 
40 °＜θ≦ 50 °

がけ面の角度が50 度を

超えるもの 

 

 

 

 

 

 

θ 

 
θ＞ 50 °

 

 

 
砂利､真砂土､関東

ローム、硬質粘土

その他これらに類
するもの  

がけ面の角度が35 度以

下のもの  

 

 

 

 

 

 

θ 

 
θ≦ 35 °

がけ面の角度が35 度

を超え45 度以下のもの  

 

 

 

5ｍ  

 

θ 

 
35 °＜θ≦ 45 °

がけ面の角度が45 度を

超えるもの 

 

 

 

 

 

 

θ 

 
θ ＞ 45 °

 

図３－４４ 切土の場合で擁壁を要しないがけ又はがけの部分 

 
 

 

 
 

擁壁を要しないがけの部分 

5ｍ 第１号により擁壁不要とされた部分 

 

 
 

第２号に該当するがけの部分 

 
 

図３－４５ 擁壁を要しないがけ又はがけの部分 

 

(2) 規則第２３条第２項の説明図 

 
がけ がけ がけ 

 

 

 
 

水平面 30° 水平面 

 
 

30° 水平面 30° 水平面 

（一体のがけ） （２つのがけ） 

図３－４６ がけの範囲 

 

  

第２号に該当する 

がけの部分 
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２ のり面保護工 

がけ面を擁壁で覆わない場合に必要となるのり面保護工には、のり面緑化工、構造物によるのり面保護工

及びのり面排水工などがある（表３－２３を参照）。工法の選定についてはのり面の勾配、土質、気象条件、

保護工の特性、将来の維持管理等について検討し、経済性・施工性にすぐれた工法を選定すること。 

(1) 植生可能なのり面では、のり面緑化工を選定し、植生に適さないのり面又はのり面緑化工では安定性が確

保できないのり面では、構造物によるのり面保護工を選定するのが一般的である。 

(2) のり面の流下水、浸透水、湧水等が考えられる場所では、のり面崩壊等の災害を防止するため、のり面及

びその周辺からの地表水や盛土・切土内部への浸透水を適切に処理するよう、必ずのり面排水工を設ける

必要がある。 

(3) 同一のり面においても、土質及び地下水の状態は必ずしも一様でない場合が多いのでそれぞれの条件に適

した工法を選定する必要がある。 

(4) 複数ののり面保護工を併用する場合は、次の事項に留意すること。 

① 重い工法を下部に、軽い工法を上部に用いることを原則とする。 

② 盛土は一般にのり面緑化工で十分であるが、のり高の大きい盛土のすそ部は、洗掘されたり浸透水により泥

流状に崩壊することがあるので、このような場合は、必要に応じ構造物によるのり面保護工を併用する。 

③ やむを得ず小面積ごとに各種の工法を行う場合には、なるべく類似した工法を選定する。 

 

表３－２３ のり面保護工の種類と特徴 
 

分類 工 法 目 的 ・ 特 徴 

 
の

り

面

緑

化

工 

種   子    吹    付 工
客   土    吹    付 工
植  生  マ  ッ  ト  工
張        芝        工
厚 層 基 材 吹 付 工 

 

 

雨水浸食防止、凍上崩落抑制、のり面を全体的に植生するもの 

植 生 筋 工 
筋 芝 工 

盛土の浸食防止、のり面を部分的に植生するもの 

土 の う 工 不良土・硬質土のり面の浸食防止 

樹 木 植 裁 工
幼 苗 植 裁 工 

樹木及びその幼苗を用いて、のり面の浸食防止、早期樹林化を図
るもの 

 

 
構
造
物
に
よ
る
の
り
面
保
護
工 

* ル タ ル 吹 付 工
コ ン ク リ ー ト 吹 付 工
石   張   工
ブ ロ ッ  ク 張 工 

 
風化、浸食防止 

プ レ キ ャ ス ト 枠 工 中詰めが土砂等の場合は浸食防止 

現場打コンクリート枠工
コ ン ク リ ー ト 張 工
吹 付 枠 工 

 
のり面表層部の崩落防止、岩盤はく落防止 

編 柵 工
の り 面 蛇 か ご 工 

のり面表層部の浸食や湧水による流出の抑制 

落石防止網工(ネット工) 
落 石 防 止 柵 工 

比較的小規模な落石対策 

の
り
面
排
水
工 

 
 

の  り  肩  排  水  溝
縦    排     水     溝
小 段 排 水 溝 

 
のり面の表面排水 

地   下    排    水 溝
水   平    排    水 孔
水 平 排 水 層 

 
のり面の地下排水 
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令第２８条 

七 切土又は盛土をする場合において、地下水により崖崩れ又は土砂の流出が生じるおそれがあるときは、開発

区域内の地下水を有効かつ適切に排出することができるように、規則で定める排水施設が設置されているこ

と。 

規則第２２条（排水施設の管渠の勾配及び断面積） 

２ 令第２８条第７号の規則で定める排水施設は、その管渠の勾配及び断面積が、切土又は盛土をした土地及びそ

の周辺の土地の地形から想定される集水地域の面積を用いて算定した計画地下水排水量を有効かつ適切に排出

することができる排水施設とする。 

３－１１－６ 地下水の排出（令第２８条第７号、規則第２２条） 
 

 

地下水排除工 

地下水により崖崩れ又は土砂の流出が生ずるおそれのある盛土の場合には、盛土内に地下排除工を設置して地下

水の上昇を防ぐことにより、盛土の安定を図るものとする。 

地下水排除工は浅層地下水排除工と深層地下水排除工に大別され、種類としては、暗渠工、明暗渠工、横ボーリ

ング工法及び集水井工がある。地下水排除工は、大規模造成地の規模や形状、土質、気象条件、盛土安定性の程度、

地下排除に伴う盛土地盤の沈下及び維持管理等について総合的に検討し、経済性・施工性にすぐれた工法を選定す

るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図３－４７ 
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規則第２７条（擁壁に関する技術的細目） 

─ ⌐╟╡ ↕╣╢ ⌐≈™≡│⁸ ⌐ ╘╢≤↓╤⌐╟╠⌂↑╣┌⌂╠⌂™⁹

 ─ │⁸ ⁸ ⌐╟∫≡ ─▬⅛╠♬╕≢⌐ ∆╢↓≤⅜ ⅛╘╠╣√╙─≢ 

№╢↓≤⁹ 

▬ ⁸ ┘ ( ↓─ ⌐⅔™≡ ≤™℮⁹)⌐╟∫≡ ⅜ ↕╣⌂™↓≤⁹

꜡ ⌐╟∫≡ ⅜ ⇔⌂™↓≤⁹ 

Ɫ ⌐╟∫≡ ─ ⅜∆═╠⌂™↓≤⁹

♬ ⌐╟∫≡ ⅜ ⇔⌂™↓≤⁹ 

 ⌐│⁸∕─ ─ ╩╟ↄ∆╢√╘⁸ ⅜ ↑╠╣⁸ ─ ≢ ─ ∕─ ⌂

⌐│⁸ ─ ⅜ ↑╠╣≡™╢↓≤⁹√∞⇔⁸ ∕─ ─ ─ ⅜ ⌐ ≢⅝

╢ ─╙─⌐№∫≡│⁸↓─ ╡≢⌂™⁹ 

 ⌐╟∫≡ ∏╢⅜↑─⅜↑ ╩ ℮ ≢ ↕⅜ ╩ ⅎ╢╙─⌐≈≡│⁸

─ ─ ⌐ ∆╢ ╩ ↄ⁹ ─ ╩ ∆╢⁹ 

 

＜建築基準法施行令＞ 

第１３８条（工作物の指定） 

⁸ ⁸ ⁸ ∕─ ↓╣╠⌐ ∆╢ ≢ ─ ⌐╟╡ ≢ ∆

╢╙─│⁸ ⌐ →╢╙─ ┘ ─ ─ ⌐ ∆╢╙─∕─ ─ ─ ⌐╟╡

┘↓╣⌐ ≠ↄ ─ ⌐╟╢ ≤ ─ ╩ ↑╢╙─≤⇔≡ ⅜ ∆╢╙─╩

ↄ⁹ ≤∆╢⁹ 

  

 ↕⅜ ╩ ⅎ╢  

第１４２条（擁壁） 

⌐ ∆╢ ─℮∟ ⌐ →╢ ↓─ ⌐⅔™≡ ⌐₈ ₉ 

≤™℮⁹ ⌐ ∆╢ ⌐⅔™≡ ╖ ⅎ≡ ∆╢ ─ ≢ ╘╢ │⁸

⌐ →╢ ⌐ ∆╢ │↓╣≤ ⌐ ─ ┘ ╩ ∆╢↓≤⅜ 

３－１１－７ 擁壁の設計・施工上の留意事項等（規則第２７条） 
 

 

１ 擁壁の選定 

(1)�� ─ ⌐│⁸ ◖fi◒ꜞכ♩ ─ ∟ ≢ ─ ⌐╟∫≡∕─ ⅜

↕╣╢╙─⁸ Ⱪ꜡♇◒ ─ ╖ ≢∕─ ⅜ ↕╣≡™╢╙─⁸ ⌂

─ ≢№∫≡∕─ ⌐≈™≡ ┘ ⌐ ≠ↄ ─ ⅜⌂

↕╣≡™╢╙─ ₁─╙─⅜№╢⁹ 

(2)�� ─ ⌐ √∫≡│⁸ ⌐ ╢ ⁸ ─ ⁸ ⁸ ⁸ ─

⁸ ─ ┘ ⌂ ─ ↕ ╩ ⌐ ⇔⁸ ⌐ ╘╠╣╢ ╩ ≢⅝╢

╙─╩ ⇔⌂↑╣┌⌂╠⌂™⁹╕√⁸ ─ ⅛╠ ⌐╦√∫≡ ⅜ ≢⅝╢⅛⌐≈™≡

─ ╙ ≢№╢⁹ 

(3)�� ≢│⁸ ─ ה ─ ╩ ═╢╙─≤⇔⁸ ⌐ ™╠╣≡™╢ ◖fi◒

♩כꜞ ┘ ╖ ─ ⌂ ─ ⅎ ⌐≈™≡⁸ ┘ ≢

═╢⁹ 

 
２ 建築基準法施行令の準用 

↕⅜ ╩ ⅎ╢ ⌐│⁸ ─ ─ ⅜ ↕╣╢⁹ 

 
 


